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新株予約権等の状況
連結株主資本等変動計算書

連結注記表
株主資本等変動計算書

個別注記表

（2024年１月１日から2024年12月31日まで）

株式会社ピアラ



第 1 1 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2023年11月14日

新 株 予 約 権 の 数 300個　
保 有 人 数 当社取締役（社外取締役を

除く） ２名
　

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式 30,000株
(新株予約権１個につき 100株)　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 100円
(１株当たり １円)　

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 新株予約権１個当たり 33,300円
(１株当たり 333円)　

権 利 行 使 期 間 2024年１月４日から
2034年１月３日まで

行 使 の 条 件 （注）

新株予約権等の状況
（１）　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新

株予約権の状況

（注）新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。
(1)割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に金融商品取引所における当社普通株式の

普通取引終値が一度でも割当日終値に72%を乗じた価額の１円未満の端数を切り上げた金額(218円)
(ただし、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法」において定められ
た行使価額同様に適切に調整されるものとする。)を下回った場合、新株予約権者は、残存するすべ
ての本新株予約権を行使価額で行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。ただ
し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。

　(a)当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
　(b)当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったこ
とが判明した場合

　(c)当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他新株予約権発行日において前提とされていた事情
に大きな変更が生じた場合

　(d)その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合
(2)新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
(3)本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過す
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第 1 1 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2023年11月14日

新 株 予 約 権 の 数 395個　
保 有 人 数 当社使用人 11名　
新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式 39,500株

(新株予約権１個につき 100株)　
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 100円

(１株当たり １円)　
新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 新株予約権１個当たり 33,300円

(１株当たり 333円)　
権 利 行 使 期 間 2024年１月４日から

2034年１月３日まで

行 使 の 条 件 （注）

ることとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことができない。
(4)各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

（２）　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

（注）新株予約権の行使の条件に関する事項は、「（１）　当事業年度の末日において当社役員が保有してい
る職務執行の対価として交付された新株予約権の状況」における第11回新株予約権の行使の条件と同一
であります。

（３）　その他新株予約権等に関する重要な事項
　　該当事項はありません。
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(2024年 1 月 1 日から
2024年12月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 851,340 815,270 △994,715 △142,199 529,695

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 14,999 14,999 29,998

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ） △114,160 △114,160

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 1,364 3,200 4,564

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) －

当 期 変 動 額 合 計 14,999 16,363 △110,959 － △79,597

当 期 末 残 高 866,339 831,634 △1,105,675 △142,199 450,098

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株
予 約 権

非 支 配
株 主
持 分

純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 12,064 △10,716 1,348 3,008 48,630 582,683

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 29,998

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ） △114,160

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 4,564

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 20,289 △30,800 △10,511 △2,946 5,058 △8,399

当 期 変 動 額 合 計 20,289 △30,800 △10,511 △2,946 5,058 △87,996

当 期 末 残 高 32,353 △41,516 △9,163 62 53,689 494,686

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 10社
・主要な連結子会社の名称 PIATEC(Thailand) Co., Ltd.

比智(杭州)商貿有限公司
CHANNEL J (THAILAND) Co., Ltd.
PG-Trading（Vietnam）Co., Ltd.
株式会社ピアラベンチャーズ
ピアラベンチャーズ１号投資事業有限責任組合
株式会社P2C
one move株式会社
株式会社ジョシュアツリー
株式会社サイバースター

・連結範囲の変更 当社の連結子会社であった、台湾比智商貿股フン有限公司の清算が結了
したため、連結の範囲から除外しております。
当社の連結子会社であった、株式会社PIALab.の全株式を譲渡したた
め、連結の範囲から除外しております。
株式会社ジョシュアツリーの全株式を取得したことにより連結の範囲に
含めております。
株式会社サイバースターを新規設立したことにより連結の範囲に含めて
おります。

②　非連結子会社の状況
　該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社数
　該当事項はありません。
・持分法適用の関連会社数
　該当事項はありません。
・持分法の範囲の変更
　該当事項はありません。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
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・持分法を適用していない非連結子会社の名称
　該当事項はありません。
・持分法を適用していない関連会社の名称
　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち株式会社ジョシュアツリーの決算日は2024年９月30日です。連結計算書類の作成にあ
たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調
整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。
　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第2条第2項により有
価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

ロ．棚卸資産
商品

　主として、先入先出法による原価法を採用しております。（貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切り下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。
　また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

工具、器具及び備品　４～８年
ロ．無形固定資産（のれんを除く）

　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づいてお
ります。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金
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　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　当社及び連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会
計年度負担額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し収益
及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて
計上しております。

⑤　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却期間については、その効果の発現する期間を個別に見積り、合理的な年数で均等償却して
おります。

⑥　収益及び費用の計上基準
　当社グループは顧客に対して広告に関連するサービスを提供しており、主に各種媒体における広告業務
の取り扱いや広告制作物の制作を行っております。
　各種媒体における広告業務の取り扱いや広告制作物の制作に関しては、主に媒体に広告出稿がされた時
点や広告制作物を納品した時点でそのサービスに対する支配が顧客に移転し、当社の履行義務が充足され
ることから、その時点で収益を認識しております。
　また、本人としての性質が強いと判断される取引については、顧客から受領する対価の総額を収益とし
て認識しております。他方、顧客への財又はサービスの提供において当社がその財又はサービスを支配し
ておらず、これらを手配するサービスのみを提供しているため代理人に該当すると判断した取引について
は、顧客から受領する対価から関連する原価を控除した純額、あるいは手数料の金額を収益として認識し
ております。
　なお、取引の対価は、履行義務を充足してから主として1年以内に受領しており、重要な金融要素は含
んでおりません。

⑦　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　繰延資産の処理方法

株式交付費
支出時に全額費用処理しております。
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繰延税金資産（繰延税金負債との相殺前の金額） 10,928千円
うち、当社における繰延税金資産残高 10,235千円

2．会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社の繰延税金資産は、将来減算一時差異の解消スケジュール、収益力に基づく将来の課税所得の十分
性及びタックス・プランニング等に基づいて、回収可能性を判断し、将来の税金負担額を軽減することが
認められる範囲内で計上しております。
　収益力に基づく将来の課税所得の十分性の判断にあたっては、事業計画等を基礎として行っており、当
該事業計画に含まれる将来の売上高の予測や費用の見込みにあたっては、KPI保証サービス及び通販DXサ
ービスにおける新規受注の見込みを考慮した売上高の増加に加え、KPI保証サービスにおけるKPIの達成に
よる利益率の改善に係る仮定が含まれております。
　当該見積りは、将来の不確実な経済状況の変動などにより影響を受ける可能性があり、KPI保証サービ
ス及び通販DXサービスにおける新規受注の見込みを考慮した売上高の増加に加え、KPI保証サービスにお
けるKPIの達成による利益率の改善に係る仮定に変化が生じ、課税所得の発生時期及び金額が見積りと異
なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性
があります。

（のれんの評価）
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん　　180,358千円
　上記ののれんのうち127,366千円は、連結子会社である株式会社ジョシュアツリー（以下、ジョシュア
ツリー社）の株式を取得した際に生じた同社の超過収益力をのれんとして認識したものを償却した残高で
あります。

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　企業結合により取得したのれんは、取得価額と被取得企業の識別可能資産及び負債の企業結合日時点の
時価との差額で計上し、その効果の及ぶ期間にわたって、定額法により規則的に償却しております。
　また、減損の兆候の有無を検討し、減損の兆候を識別した場合には、のれんの残存償却期間に対応する
期間における割引前将来キャッシュ・フローを事業計画に基づいて算定し、帳簿価額と比較して減損損失
の認識の要否を判定しています。減損損失の認識が必要と判定された場合、当該のれんについては、回収
可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しています。減損の兆候には、営業活動から生ず
る損益等が継続してマイナスとなっている場合のほか、事業に関連する経営環境の著しい悪化が生じた場
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有形固定資産 1,941千円
無形固定資産 225,374千円
減損損失 30,024千円

合、あるいはそのような見込みがある場合等が含まれます。なお、当連結会計年度においては、のれん算
定の前提としたジョシュアツリー社の事業計画における売上高及び営業利益の達成状況を検討した結果、
概ね計画通りの売上高及び営業利益を計上していることに加え、翌期以降も安定的な業績推移が見込まれ
ることから、のれんを含む資産グループについて減損の兆候は識別されていません。
　のれんの減損の兆候の有無の判断に用いる事業計画には、将来の人員採用計画の見込みを考慮した売上
予測及び人件費予測が含まれています。これらの予測は市場環境の状況といった外部要因により影響を受
ける可能性があり、実際のジョシュアツリー社の業績が見積りと異なる場合、翌連結会計年度において、
減損損失を計上する可能性があります。

（非上場株式の評価）
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

投資有価証券（非上場株式）　　217,862千円
投資有価証券評価損　　　　　　    1,784千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　非上場株式については、企業会計基準第10 号「金融商品に関する会計基準」における市場価格のな
い株式であり、取得原価をもって貸借対照表価額としております。超過収益力を加味して取得した非
上場株式については、１株当たりの純資産額に基づく実質価額が取得原価に比べ50％程度以上低下して
おり、また実績が取得時点の計画を一定期間下回る等の理由により超過収益力の低下が認められるものに
ついて減損処理を実施しております。
　超過収益力を加味して取得した非上場株式については、減損処理を行うにあたり、投資先の過去の
実績や入手した投資先の事業計画等をもとに実質価額を算出し、当該実質価額と取得原価の差額を投資
有価証券評価損として計上しております。
　投資先の業績不振や財政状態の悪化により、継続して業績が事業計画を下回る場合には、翌連結会
計年度において投資有価証券評価損の計上が必要となる可能性があります。

（固定資産の減損）
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　なお、減損損失の詳細については、「９.その他の注記（減損損失関係）」に注記しているとおりであ
ります。

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは原則として事業用資産については、管理会計上の区分等をもとに、事業のサービス別に
資産のグルーピングを行っております。また、当社グループの本社管理部門等に係る資産は、共用資産と
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してより大きな単位にて資産のグルーピングを行っております。
　各資産グループに減損の兆候があると認められる場合、当該資産グループから得られる割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の
結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳
簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該減少額は減損
損失として計上されます。
　第18期から第20期にかけて3期連続して赤字で着地したことを踏まえて、2024年第1四半期及び第2
四半期においては、グループの保有する固定資産に減損の兆候があると判断しております。なお、2024
年第3四半期以降については、営業黒字を継続しており、その後の事業計画などを踏まえ、固定資産の回
収可能性が認められるものと判断しております。当連結会計年度においては、当該資産グループについ
て、減損損失の認識の要否の判定をした結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が固定資産の帳簿価
額を下回ったことから、使用価値に基づく回収可能価額まで減額し減損損失を計上しております。
　割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、経営者の承認を得た事業計画を基礎としているため、売上
計画の達成可能性、販管費予算の実現可能性等の仮定が含まれております。
　これらの仮定は、経済環境等の変化によって影響を受ける可能性があり、主要な仮定に見直しが必要と
なった場合には、翌連結会計年度以降の減損損失の認識の要否判定及び測定される減損損失の金額に重要
な影響を及ぼす可能性があります。
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建物 1,070千円
工具、器具及び備品 4,613千円
その他 143千円

受取手形 75,157千円
売掛金 1,871,039千円

普通株式 7,237,360株

普通株式 62,000株

3．連結貸借対照表に関する注記
（資産から直接控除した減価償却累計額）

　固定資産
　　有形固定資産

（受取手形及び売掛金のうち顧客との契約から生じた債権の金額）

4．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

該当事項はありません。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

該当事項はありません。
⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的

となる株式の種類及び数

5．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的かつ安全な預金等に限定しており、投機的な取引は行わな
い方針であります。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。受取手形及び売掛金に
ついては、与信管理規程に従い、管理本部が債権回収状況を定期的にモニタリングし、債権ごとに期日及
び残高を管理することにより、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式及びファンドへの出資であり、株式の発行体及びフ
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券(注2) 49,842 49,842 －

資産計 49,842 49,842 －

長期借入金(注3) 338,227 330,009 △8,217

負債計 338,227 330,009 △8,217

区分 金額（千円）

非上場株式 129,786

ファンドへの出資 88,076

ァンドの保有する出資先の経営状況並びに財務状況の変化に伴い出資元本を割り込むリスク及び市場価格
の変動リスクに晒されております。投資有価証券のうち株式については、定期的に株価や取引先企業の財
務状況、市場金利の動向を把握しております。また、ファンドへの出資については、定期的にファンドの
決算書等により財務状況等を把握しております。
　営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は１年内の支払期日であります。
　借入金は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり資金調達に係る流動性リスクに晒され
ております。借入金については、資金計画及び実績状況を毎月、取締役会に報告を行い、流動性リスクを
管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2024年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

(注)１．現金及び預金、受取手形及び売掛金、買掛金、短期借入金、未払金及び未払法人税等については、現
金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており
ます。

２．市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表
計上額は以下のとおりです。なお、当連結会計年度において、非上場株式について1,784千円の減損
処理を行っております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 49,842 － － 49,842

資産計 49,842 － － 49,842

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 330,009 － 330,009

負債計 － 330,009 － 330,009

3．１年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めております。

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金

－ 12 －



⑴　１株当たり純資産額 62円64銭
⑵　１株当たり当期純損失 △16円47銭

（単位：千円）
ECマーケティングテック

KPI保証 11,122,710
通販DX 778,582

小計 11,901,292
広告マーケティング 816,828
その他 770,446
顧客との契約から生じる収益 13,488,568
その他の収益 －
外部顧客への売上高 13,488,568

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

6．１株当たり情報に関する注記

7．収益認識に関する注記

⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　主要な顧客との契約から生じる収益をサービス区分に分解した情報は、以下のとおりであります。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ⑷会計方針に関する事項 ⑥収
益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（単位：千円）

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 879,837

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 1,946,197

契約負債(期首残高) 91,531

契約負債(期末残高) 107,228

⑶　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

　連結貸借対照表上、顧客との契約から生じた債権は「受取手形及び売掛金」に計上しております。契約負
債は「流動負債」の「その他」に計上しております。
　契約負債は、役務提供の完了時に収益を認識する顧客との取引について、支払条件に基づき顧客から受け
取った前受金に関するものであり、収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度の期首現在の契約負債残高は、おおむね当連結会計年度の収益として認識しており、繰り
越された金額に重要性はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便
法を適用し、残存履行義務に配分した取引価格の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる
対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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(１) 募集の方法 第三者割当
(２) 発行する株式の種類及び数 普通株式 129,300株
(３) 発行価額 １株につき金232円
(４) 資本組入額 １株につき金116円
(５) 発行価額の総額 29,997,600円
(６) 資本組入額の総額 14,998,800円
(７) 割当先 株式会社ジーニー　129,300株
(８) 払込期日 2025年２月３日
(９) 資金の使途 運転資金に充当する予定です。

8．重要な後発事象に関する注記
(第三者割当増資による新株式の発行)
　当社は、2024年12月26日開催の取締役会において、2025年２月３日を払込期日とする第三者割当による
新株式の発行を行うことを決議しておりましたが、その払込が完了しております。
　第三者割当増資の概要は次のとおりであります。
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場所 主な用途 種類 減損損失（千円）

東京都渋谷区 事業用資産及び
共用資産 ソフトウエア仮勘定 27,705

タイ国バンコク 事業用資産及び
共用資産 ソフトウェア 2,318

計 30,024

９．その他の注記
（減損損失関係）
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。

　当社グループは原則として事業用資産及び共用資産については、管理会計上の区分等をもとに、事業のサー
ビス別に資産のグルーピングを行っております。また、当社グループの本社管理部門等に係る資産は、共用資
産としてより大きな単位にて資産のグルーピングを行っております。
　事業用資産及び共用資産については、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくなったことから帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
　事業用資産及び共用資産の回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローがマイ
ナスであることから使用価値を零として評価しております。

（企業結合等関係）
（取得による企業結合）
　2024年３月４日開催の取締役会における株式会社ジョシュアツリーの株式取得による子会社化の決議に基
づき、2024年３月８日に株式を取得し、同社を子会社化しております。

（１）企業結合の概要
①　被取得企業の名称及びその事業内容
被取得企業の名称：株式会社ジョシュアツリー
事業内容：マーケティングコンサルティング事業、広告代理事業（及び運用代行業務）
②　企業結合を行った主な理由
　当社は、「全てがWINの世界を創る」という経営理念のもと、「Smart Marketing For Your Life」を
ビジョンに、クライアントのオールデータパートナーとなるべく、ヘルスケア＆ビューティ及び食品市場
の通販DX事業を軸に、事業開発から商品開発、インフラ整備、ブランディング、オンライン・オフライ
ンでの新規顧客の獲得から既存顧客の育成等を、一気通貫の専門ソリューションとして提供しておりま
す。2023年12月期からは第３創業期と位置付け「通販DX事業」「マーケティングDX事業（異業種展
開）」「自社事業（新規事業）」の３軸からなる成長戦略のもと、ブランド価値創造企業として、さらな
る成長を目指してまいりました。
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取得の対価 現金 200,000千円
取得原価 200,000千円

　当社は、2024年12月期の業績回復を達成するため、その業績悪化の要因の１つである納品効率の低下
を改善するべく、体制変更、人員投資、AI活用等を行って参りました。これをより強化・促進をするた
め、2020年より当社の外部委託先であり、当社を熟知する株式会社ジョシュアツリーが、クライアント
への納品効率も高いことから、本株式取得による子会社化を行うことで、人員拡充を図ると共に、当社課
題である納品効率を改善し、業績回復及び企業価値の向上に資すると判断しました。
③　企業結合日
2024年３月８日（株式取得日）
2023年12月31日（みなし取得日）
④　企業結合の法的形式
　現金を対価とする株式取得
⑤　企業結合後の名称
　変更はありません。
⑥　取得した議決権比率
　100%
⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠
　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

（２）連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
　みなし取得日を2023年12月31日としており、被取得企業の決算日と連結決算日が３ヶ月異なってお
ります。当連結会計期間においては2024年１月１日から2024年９月30日までの業績を連結損益計算書
に含めております。

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類の内訳

（４）主要な取得関連費用の内容及び内訳
デューデリジェンスに係る費用等　　　　　 2,200千円

（５）発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間
①　発生したのれんの金額
145,562千円
②　発生要因
今後の事業展開により期待される超過収益力であります。
③　償却方法及び償却期間
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流動資産 116,723千円
固定資産   26,602千円
資産合計 143,326千円
流動負債   67,689千円
固定負債   21,199千円
負債合計   88,888千円

６年間にわたる均等償却

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
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(2024年 1 月 1 日から
2024年12月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 851,340 813,940 813,940 △905,432 △905,432 △142,199 617,648

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 14,999 14,999 14,999 29,998

当 期 純 損 失 （ △ ） △210,361 △210,361 △210,361

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) －

当 期 変 動 額 合 計 14,999 14,999 14,999 △210,361 △210,361 － △180,363

当 期 末 残 高 866,339 828,939 828,939 △1,115,793 △1,115,793 △142,199 437,285

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算 差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 11,513 11,513 3,008 632,171

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 29,998

当 期 純 損 失 （ △ ） △210,361

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 20,149 20,149 △2,946 17,202

当 期 変 動 額 合 計 20,149 20,149 △2,946 △163,160

当 期 末 残 高 31,663 31,663 62 469,010

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　関係会社出資金
　投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決算書を基礎とし、持分相
当額を純額で取り込む方法によっております。

③　その他有価証券
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。
　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第2条第2項に
より有価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2)固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　工具、器具及び備品    ４～８年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づいて
おります。

(3)繰延資産の処理方法
株式交付費
支出時に全額費用処理しております。

(4)引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
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債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上してお
ります。

③　関係会社事業損失引当金
関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案して、損失負担見込額を計
上しております。

(5)収益及び費用の計上基準
　当社グループは顧客に対して広告に関連するサービスを提供しており、主に各種媒体における
広告業務の取り扱いや広告制作物の制作を行っております。
　各種媒体における広告業務の取り扱いや広告制作物の制作に関しては、主に媒体に広告出稿が
された時点や広告制作物を納品した時点でそのサービスに対する支配が顧客に移転し、当社の履
行義務が充足されることから、その時点で収益を認識しております。
　また、本人としての性質が強いと判断される取引については、顧客から受領する対価の総額を
収益として認識しております。他方、顧客への財又はサービスの提供において当社がその財又は
サービスを支配しておらず、これらを手配するサービスのみを提供しているため代理人に該当す
ると判断した取引については、顧客から受領する対価から関連する原価を控除した純額、あるい
は手数料の金額を収益として認識しております。
　なお、取引の対価は、履行義務を充足してから主として1年以内に受領しており、重要な金融
要素は含んでおりません

２．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産（繰延税金負債との相殺前の金額）　　10,235千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「２．会計上の見積りに関する注記（繰延税金資産の回収可能性） ②識別した項目に係る
重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した事項と同一であるため、記載を省略しておりま
す。

（関係会社株式の評価）
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①　当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式　　　　　310,300千円
関係会社株式評価損　　136,557千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当事業年度の計算書類に計上されている関係会社株式については、取得価額をもって貸借対照表価額と
しています。関係会社株式の評価は、発行会社の財政状態又は超過収益力を反映した実質価額を帳簿価額
と比較し、実質価額の著しい低下の有無を判定しております。実質価額が著しく低下した場合には相当の
減損処理を行っておりますが、回復する見込みがあると認められる場合には減損処理を行わないことがあ
ります。また、当事業年度においては、発行会社の直近の財政状態に基づいた実質価額まで減額し、株式
会社PIALab.の株式については50,000千円、PG-Trading（Vietnam）Co., Ltd.については19,557千
円、株式会社P2Cについては40,000千円、株式会社サイバースターについては27,000千円の関係会社株
式評価損を計上しております。関係会社株式のうち202,200千円は、連結子会社である株式会社ジョシュ
アツリー（以下、「ジョシュアツリー社」という。）の株式であります。
　当社は、2024年３月８日付で、ジョシュアツリー社の株式を取得し連結子会社としております。
　ジョシュアツリー社の株式については、同社の有する超過収益力を反映した価額で株式を取得したた
め、当該株式の評価においては、超過収益力が毀損しておらず、実質価額が著しく下落していないことを
確認することが重要となります。当事業年度においては、ジョシュアツリー社の株式取得時に見込んだ事
業計画の達成状況を確認し、将来の事業計画の実現可能性を検討した結果、超過収益力の毀損は無いた
め、株式の減損処理は不要と判断しています。なお、将来の事業計画には、人員採用計画の見込みを考慮
した売上予測及び人件費予測が含まれています。これらの予測は、市場環境の状況といった外部要因によ
り影響を受ける可能性があり、実際のジョシュアツリー社の業績が事業計画の見積りと異なる場合、翌事
業年度において、減損処理を行う可能性があります。

（非上場株式の評価）
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

投資有価証券（非上場株式）　　175,949千円
投資有価証券評価損　　　　　　    1,784千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「２．会計上の見積りに関する注記（非上場株式の評価） ②識別した項目に係る重要な会
計上の見積りの内容に関する情報」に記載した事項と同一であるため、記載を省略しております。

（固定資産の減損）
①　当事業年度の計算書類に計上した金額
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有形固定資産 684千円
無形固定資産 12,909千円
減損損失 27,888千円

工具、器具及び備品 62千円

短期金銭債権 462千円
長期金銭債権 310,013千円
短期金銭債務 20,423千円

営業取引（収入分） 12,546千円
営業取引（支出分） 263,824千円
営業取引以外の取引（収入分） 7,453千円
営業取引以外の取引（支出分） 2,958千円

普通株式 197,900株

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「２．会計上の見積りに関する注記（固定資産の減損） ②識別した項目に係る重要な会計
上の見積りの内容に関する情報」に記載した事項と同一であるため、記載を省略しております。

３．貸借対照表に関する注記
(1)資産から直接控除した減価償却累計額

　固定資産
　　有形固定資産

(2)関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

４．損益計算書に関する注記
　　関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

５．株主資本等変動計算書に関する注記
　　当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
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繰延税金資産
貸倒引当金 126,144千円
賞与引当金 10,197
関係会社事業損失引当金 2,452
未払事業税 2,922
投資有価証券評価損 47,459
関係会社株式評価損 62,285
減価償却超過額 42,061
減損損失 61,435
関係会社出資金 8,629
税務上の繰越欠損金 151,174
その他 22,039

繰延税金資産小計 536,803
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △151,174
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △375,393
評価性引当額小計 △526,568

繰延税金資産合計 10,235
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △13,974
繰延税金負債小計 △13,974
繰延税金資産の純額 △3,738

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資 本 金

又 は 出

資金

事業の内容又は

職業

議 決 権 等

の所有(被

所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円）
科目

期末残高

(千円)

子会社
㈱サイバー

スター

東 京 都

渋谷区

15,000

千円

IP支援事業・マ

ーケティング支

援事業・レーベ

ル事業

所有

直接

90%

資金の援助

等

資 金 の

貸付
（注1） 10,000

関 係 会

社 長 期

貸付金

（注2） 10,000

利 息 の

受取
（注1） 17

そ の 他

流 動 資

産

（注2） 17

経 費 の

立替
（注3） 97,426立替金 （注2） 97,426

子会社

CHANNEL 

J

(THAILAN

D) Co., 

Ltd.

タイ国

バ ン コ

ク

2,000千

タ イ バ

ーツ

越 境EC事 業 に

伴う輸入請負販

売代行、物流支

援、貿易業務、

広告業務、メデ

ィア動画制作

所有

直接

49%

資金の援助

等

利 息 の

受取
（注1） 4,551

関 係 会

社 長 期

貸付金

（注4） 163,732

そ の 他

流 動 資

産

（注4） 5,955

７．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等
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子会社

PIATEC（T

hailamd ）

Co.,Ltd.

タイ国

バ ン コ

ク

3,000千

タ イ バ

ーツ

システム開発、

運用保守管理業

務

所有

直接

100%

資金の援助

等

利 息 の

受取
（注1） 1,768

関 係 会

社 長 期

貸付金

（注5） 78,075

そ の 他

流 動 資

産

（注5） 2,361

子会社㈱P2C
東 京 都

渋谷区

20,000

千円

D2C ・ P2C の

企画、販売及び

サポート業務

所有

直接

100%

資金の援助

等

資 金 の

回収
（注1） 90,000

そ の 他

流 動 資

産

（注6） 11

利 息 の

受取
（注1） 314

研 修 費

用 の 前

払い

（注3） 155,760
前 払 費

用
（注6） 155,760

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

2．㈱サイバースターの貸倒懸念債権に対し、48,967千円の貸倒引当金を計上しております。また、当
事業年度において、48,967千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

3．取引条件及び取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し両者合意のうえで決定しておりま
す。

4．CHANNEL J (THAILAND) Co., Ltd.の貸倒懸念債権に対し、165,739千円の貸倒引当金を計上して
おります。また、当事業年度において、25,185千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

5．PIATEC（Thailamd）Co.,Ltd.の貸倒懸念債権に対し、69,500千円の貸倒引当金を計上しており
ます。また、当事業年度において、37,635千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
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⑴　１株当たり純資産額 66円62銭
⑵　１株当たり当期純損失 △30円35銭

6．㈱P2Cの貸倒懸念債権に対し、30,557千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度に
おいて、30,557千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．収益認識に関する注記
　「顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」については、連結注記表「７．収益
認識に関する注記 ⑵顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」に同一の内容を記載
しているため、注記を省略しております。

10．重要な後発事象に関する注記
（第三者割当増資による新株式の発行）
　連結注記表「８．重要な後発事象に関する注記」に記載した事項と同一であるため、記載を省略しており
ます。
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